































ンスの進展の状況について述べる O 次に第 2節では，株主重視のガパナン
スに対する従業員の反応について述べ，第 3節では，ガパナンスに対する








を送付した。回答企業数は1280 杜，回答従業員数は2823 人であり， 239 杜
において企業側回答と従業員側回答の対応を得ることができた。回答企業
と回答従業員の分布が表1. 1と表1. 2に示されている。回答企業のうち，公







1280 社 283 人
396 人 (14.0%)
239 人 (84.%)
196 社 (15.3% ) 




























































株主価値上昇 全企業 17.0 50.2 26.3 
公開 54.6 39.3 5.1 
非公開 10. 7 5 .4 3.9 
ガパナンス改革全企業 2.3 27.2 4.9 
公開 4.9 24 28.1 
非公開 19.2 29 51. 8 
目を設けた。
株主重視のガパナンスと直接に結びついた項目として，最後の二つの質



























































績が経営の責任の基準とされる O 言うまでもなく この背後には株式の相
互持合いや安定株主の解消の結果，流動化した株式市場が企業買収市場と
して作用するということがある O 最初に述べたように，株式市場がまさし








れに対する従業員の回答を示すと表2.1 のようになる O 回答は 5段階の形
.ー.
日本のコー ポレー ト・ガパナンスと従業員意識 121 
表2. 1 株主重視のガバナンス(従業員側回答)
i円l=‘ J疋-L.，砂 どちらでもない 否定 わからない
株主利益増大全企業 61. 7 17.5 5.7 15.1 
87.1 6.5 3.4 3.1 
57.0 19.6 6.1 17.3 
式で， rそう思う J と「どちらかといえばそう思う j を肯定の回答， rどち
らかというとそう思わない」と「そう思わない」を否定の回答とした。
予想外のことであるが，全回答従業員のうち 6 割以上は「株主利益を高
めることJ に肯定の回答を示している o 公開企業の従業員に関しては，肯








すと，表2. のようになる o 予想されることであるが， r株主利益を高める
ことは認めるべき」に対する肯定の回答は，職位の上昇とともに強まる。







想外に高い。課長以下の従業員の約 3分の lは肯定の回答を示している O
12 
表2. ガパナンスに対する従業員の考え(肯定の回答の比率)
役員 部長 課長 係長 一般
株主利益を高めることは認めるべき 78.9 74.4 68.4 60.2 5.0 
株主は従業員の利益を脅かす存在 5.4 11. 6 10.5 11. 2 9.0 
株主は経営に介入すべきではない 21. 6 32.9 19.8 17.8 14.7 
株主は経営者をもっと強く監督すべき 24.3 29. 7 3 .4 36.8 34.2 
従業員は経営をもっと強く監視すべき 21. 6 48.3 51. 5 54. 7 48.9 
























公開企業従業員 87.1 5. 7 17.6 42. 61. 8 
非公開企業従業員 57.0 10.9 18.4 32.6 48.1 



















































株主 経営者 取締役会 メインノてンク 親会社
全企業 現在 1. 6 67.4 5.8 1. 1 21. 6 
今後 4.8 5.1 11. 0 1. 6 23 
公開企業 現在 0.5 79.1 6.1 3.1 7.1 
今後 11. 7 54.1 18 .4 2.6 7.1 
非公開企業 現在 1. 7 65. 5.6 0.9 26 

















今の会社は従業員にために誠意を尽くす 11. 8 5.3 29.5 3.4 
従業員の意向を反映した経営が行われている 8.6 5.8 32.2 3.5 
経営者は信頼されている 15.5 56. 7 24.3 3.5 
今の会社では従業員が大切にされている 10.8 54.6 31. 3 3.3 





は，約 3割を占める O 要するに，従業員において「会社に対する信頼」は
決して高くない。いや予想外に低いということができる o
この理由は次に見るとして，上記の回答を 3段階の形式とし(当てはま











株主利益 株主脅威 介入反対 株主監視 従業員監視
経営への信頼 0.162* -0 .267* 0.50 -1.074 申料 -l. 054* 
(0.079) (0.079) (0.079) (0.081) (0.08 1) 






















分析を行うと，表3.4 の結果が得られる o 長期雇用に関しては，従業員に
おいてその維持が困難であると考える度合い(長期雇用が維持される= 1 ， 
長期雇用は対象者を限定して維持される =2 ，長期雇用は経営の課題では
ない= 3) とし，経営者報酬に関しては，高すぎると考える度合い(高す





-0 .738* 料 (0.062)




























株主利益 株主脅威介入反対 株主監視 従業員監視
長期雇用困難 -0 .043 O. 124 # -0 .06 O. 173 * 0.253 料

















































































得られる O 表の数値は，組合の積極的関与を肯定する従業員 (r 組合関
132 
表4. 1 組合関与とガパナンス
株主利益 株主脅威 介入反対 株主監視 従業員監視
組合関与 67.9 10.9 18.5 42 .4 61. 2 
N 組合関与 57.6 9.4 18.3 28. 43. 7 
( t-test) 10.3* 申 1. 5 0.2 13.6* 料 17.5* 
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